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氾濫シミュレーションのための地理空間情報の 
管理手法に関する一考察 

 

南葉潤一†1 畑山満則†2  
 

概要：氾濫シミュレーションに与えるインプットデータは，通常既存の整備図面等を諸元として二次利用することで

得られる．しかしながら諸元の精度が低い場合，インプットデータの作成において自動処理だけではインプットデー

タの精度が担保出来ないため，マニュアル修正作業が必要になる(データ精度の問題)．また，インプットデータの更

新間隔に対して諸元の更新間隔が長い場合，インプットデータの鮮度が担保出来ない(データ鮮度の問題)．本研究で

は滋賀県の「地先の安全度マップ」を例に取り，インプットデータ作成工程を分析することで，以上の問題を克服す

るためのデータ維持管理手法を提案する．具体的には，データ精度の問題については，台帳の存在しない河川の河道

断面データの整備のみが，マニュアル修正が必要な工程に分類されることを示し，この修正作業のコストを低減する

ための手法について考察を行う．データ鮮度の問題については，インプットデータの更新に，行政で管理されている

別のデータを利用できる可能性があることを示し，その具体的な事例として堤内地の地形変化を捉えるデータを使っ

た場合のデータ維持管理の工程を提案する． 
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1. はじめに     

 平成 13 年の水防法改正により，洪水予報河川及び水位周

知河川に指定された河川について，洪水防御に関する警告

の基本となる降雨により当該河川が氾濫した場合に浸水が

想定される区域（浸水想定区域）の指定と，指定の区域及

び浸水した場合に想定される水深を浸水想定区域図として

公開することが義務付けられた[1]．内閣府社会資本整備審

議会の答申[2]によると，近年では，地球規模の気候変動の

影響で，時間雨量 50mm 以上の短時間強雨の発生件数が約

30 年まえの 1.4 倍に増加し，日降水量 100 ㎜，200mm 以上

の日数も増加していることが報告されており，河川整備基

本方針で定める基本高水を上回る洪水の発生も見られるよ

うになった．同答申では，このような状況下での具体的な

適応策として，災害リスクの評価と災害リスク情報の共有

を掲げており，それを実現するためのプロセスとして，単

一規模の降雨シナリオだけでなく様々な規模の降雨シナリ

オや複数の河川が氾濫した場合の浸水想定を作成し提示す

ることを掲げている． 
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 浸水想定区域図の作成については，「洪水浸水想定区域図

作成マニュアル」[3]，「中小河川浸水想定区域図作成の手

引き」[4]といった国交省の公開するマニュアルに従って作

成することが一般的である．これらのマニュアルでは，氾

濫解析の手法について，十分な記載があるものの，計算機

で解析を行う際に必要とされるデータ（以下，インプット

データ）については，満たすべき条件が中心で，入手手段

や整備方法についてはほとんど記載が見られない． 

 実際に氾濫解析を行う際には，インプットデータは，既

存の整備図面や数値情報（以下，諸元データ）を加工して

整備されることが多いが，これらの諸元データは氾濫解析

のために整備されているわけではないので，必要な項目は

一元管理されておらず，諸元データの存在しない項目もみ

られる．しかし，このような一時凌ぎ的なやり方でのデー

タ整備では，河川整備の進捗や災害発生に伴う復旧事業に

より浸水想定区域図を見直す際に，初期作成時と同じコス

トをデータ整備にかける必要があり，行政に大きな負担を

強いることとなる． 

 以上を踏まえ，本研究ではインプットデータの維持管理

について考察する．まず，2 章において氾濫シミュレーシ

ョンの一般的な構成要素を述べ，3 章において，諸元デー

タとインプットデータが同一でないことから生じる問題と
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して「データ鮮度の問題」と「データ精度の問題」が存在

することを示す．4 章において「データ鮮度の問題」を解

決する手法について説明し，5 章において本研究を総括す

る． 

 

2. 洪水浸水想定区域図作成フロー 

2.1 標準的な洪水浸水想定区域図作成フロー 

 治水事業を行う上で，河川が氾濫した場合における浸水

想定区域を氾濫シミュレーションによって事前に算出する

ことは重要な施策である．「洪水浸水想定区域図作成マニュ

アル」に示される洪水浸水想定区域図の標準フローから，

計算機による解析部分は，設定された降雨規模に応じた流

失計算，河道内不定流計算，浸水解析の 3 つからなること

が読み取れる．つまり，この 3 つの解析のために必要な情

報がインプットデータであると考えられる． 

2.2 地先の安全度マップ作成における 

浸水想定区域図作成フロー 

 本研究では，「洪水浸水想定区域図作成マニュアル」では

具体的に記述されていないインプットデータやその諸元デ

ータについての分析を行うことを目的とするため，以降で

は具体的な浸水想定区域図作成事例をベースに考察を進め

ることとする． 

 ケースとして取り上げるのは，滋賀県流域政策局が作

成・公開している「地先の安全度マップ」である．滋賀県

では，平成 26 年 3 月 31 日に「滋賀県流域治水の推進に関

する条例」（以下，流域治水推進条例）[5]が公布・施行さ

れている．本条例は堤内外の水害対策を組み合わせた総合

的な治水政策，具体的には河川整備対策・流域貯留対策・

氾濫原減災対策・地域防災力向上対策を政策実施の枠組み

を定めている．流域治水政策を進めるうえで基礎資料とし

て，住民の自宅などの水害リスクを氾濫シミュレーション

により求め地図化した地先の安全度マップ[6]がある．この

マップは，特定の河川の外水氾濫のみを対象とするのでは

なく，中小河川や水路といった内水からの氾濫も考慮した

シミュレーションに基づいたものであり，浸水深・流体力・

被害発生確率(床上浸水・家屋水没・家屋流出)の 3 種類が

平成 24 年度公表されている[7]．流域治水推進条例では，

治水事業等のハード対策の効果を反映させるため地先の安

全度マップを概ね 5 年毎に更新することが定められている．

このことから，地先の安全度マップは，従来の浸水想定区

域図作成のフローに基づき，内閣府社会資本整備審議会の

答申による水災害分野における気候変動適応策を先取りす

る形で作成されたものであると位置づけることができる． 

 地先の安全度マップは図 1 に示すフローに基づき，以下

の手順で作成されている． 

① 流出域（山地部）からの流出量の計算 

 滋賀県降雨強度式を用いて作成された 10 年，100 年，200

年の各発生確率の中央集中型降雨データを滋賀県全域に与

え，山地からの流出量を合成合理式によって求め，接続す

る河川に与える． 

② 氾濫原における浸水深の計算 

 河道域における流量を一次元非定常流解析によって求め，

氾濫原との流量交換を行う．氾濫原では降雨流量に加え，

河川および水路からの氾濫を与えて平面二次元非定常流解

析を行い，50m メッシュ単位の浸水深を算出する． 

③ 浸水深のマップ表示 

 算出した浸水深に対して補正処理を加え，地先の安全度

マップを作成する． 

 

図１ 地先の安全度の計算フロー 

（平成 19 年度 滋賀県流域治水計画検討業務委託 報告

書より抜粋） 

 

 上記①及び②の工程は，流域での降雨・流出・氾濫とい

った各場を一体的に解析し，氾濫域における氾濫頻度や氾

濫した場合の水理諸元（浸水深及び流速）の時間的変化を

推定するために，滋賀県が開発した統合的な水理解析手法

「統合型水理モデル」（図 2）を用いている．このシミュレ

ーションモデルは，「洪水浸水想定区域図作成マニュアル」

に示されるモデルに比べ，堤内の降雨や中小河川・排水を

取り扱えるような工夫がなされているものの，基本的な考

情報処理学会研究報告 
IPSJ SIG Technical Report

Vol.2015-IS-134 No.5
2015/12/5



 
 

ⓒ2015 Information Processing Society of Japan 3
 

え方は踏襲されており，インプットデータに関する分析の

ためのケースとしては適切であると考えている． 

 

図 2 統合型水理モデルの概略 

（平成 19 年度 滋賀県流域治水計画検討業務委託 報告

書より抜粋） 

 

 

3. シミュレーションを構成するデータの分析 

3.1 インプットデータの分類 

 浸水想定区域図を作成するにあたり，管理の対象とする

データあるいは情報を同定する．管理対象の同定にあたっ

て，入力データをその作成工程の複雑性に着目して「Simple 

Flow だけで構成されるデータ」と「Complex Flow を含む

データ」の 2 種類に分類することを考える． 

 まず，Simple Flow を以下のように定義する．また Simple 

Flow の概念図を図 3 に示す． 

 

 

入力に対して，あるアルゴリズムに従う処理を 

実行することで，自動的に出力が得られること． 

 

 

 
図 3 Simple Flow 概念図 

 

 また，Complex Flow を以下のように定義する．また

Complex Flow の概念図を図 4 に示す． 

 

 

入力に対して，あるアルゴリズムに従う処理を実行し， 

自動的に得られる中間出力に対して，人間の手作業 

による修正処理を加えること． 

 
 

 
図 4  Complex Flow 概念図 

 

 作成工程が複数の Simple Flow のみで構成されるデータ

は，あるデータ及び情報を最初の入力として，あるアルゴ

リズムを実行するプログラムによって自動的に出力を得る

プロセスを繰り返すことで最終的に作成される．そのため，

入力の変化を出力に反映させる更新作業は，時間的及び人

的コストが低いという点で，比較的容易であると考えられ

る．この場合，入力となる情報を管理対象とすれば良い． 

 図 1 に示すフロー図に示されたパッケージ図において，

Simple Flow だけで構成されるパッケージを抽出し表 1 に

示す．表 1 ではさらに，管理対象とするデータ及び情報の

種類によって分類を行っている． 

 

表 1 Simple Flowだけで構成されるパッケージとその分類 

 
 

 降雨パラメータ，流量パラメータ，河道とメッシュの関

連を行うパラメータ，破堤条件パラメータ，外周メッシュ

流量パラメータについては，表 2 に示すデータを管理対象

として，Simple Flow の反復で更新することが可能である． 

 堤内パラメータ，盛土構造物パラメータ，等流水路パラ

メータ，排水整備エリアパラメータ，河道境界パラメータ，

整備図面由来の河道断面については，他部署，他業務で整

備される台帳や図面等の資料を管理対象として二次利用す

る手法を取ることで，Simple Flow の反復で更新することが

可能であると考えられる． 

 

 

複雑性 管理対象による分類 パラメータ

降雨

流量

河道とメッシュの関連付け

破堤条件

外周メッシュ流量

堤内

盛土構造物

等流水路

排水整備エリア

河道境界

整備図面由来の河道断面

Simple Flowのみで
構成される

計算条件値/他のパラメータ

台帳等の整備資料
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表 2 管理対象とするデータ 

 

 

 作成工程に Complex Flow を含むデータは，アルゴリズム

によって自動的に出力を得るだけではなく，手作業による

修正作業プロセスを介在させることで作成される．そのた

め，入力の変化を最終的な出力に反映させる更新作業を行

う場合，その度に手作業による修正作業プロセスを繰り返

すことになる．手作業に要するコストが高い場合，継続的

な更新作業は時間的及び人的コストが高いという点で困難

であると考えられる． 

 

3.2 インプットデータの管理に関する考察 

 作成工程に Complex Flow を含まないインプットデータ

に関しては，今後は諸元データを管理対象と，必要に応じ

て二次利用することで，パラメータの整備が可能であると

考えられる． 

 作業工程に Complex Flow を含むインプットデータは，河

道断面パラメータのみであることが明らかになっているが，

その工程には，以下のマニュアル作業が必要であることが

わかっている． 

① LP データより作成した河川データの更新 

② 河道断面の追加（落差工） 

③ 一次元河川と二次元メッシュの接続 

④ 河道断面の追加（支川下流端の断面無し区間） 

⑤ 河道と盛土構造物のラスター重複 

 これらの工程は，初回のデータ整備では多大なコストを

かけることが必要であったが，2 回目以降は，その変化を

捉えて修正することで対応が可能となると考えた．それぞ

れの変化は，下記のように捉えられる． 

① 河川データが大きく変わるのは，計画的な河川整備が

実施された場合と災害が発生した際の復旧事業が行わ

れた場合のみ 

② 落差工は，河川整備によってのみ追加される 

③ 接続点の変更は河道の付け替えがあったときのみ 

④ 断面の追加は支川が付け替えられたときのみ 

⑤ 修正は盛度構造物が新設されたときのみ 

 

3.3 データ管理における鮮度向上の要求 

 インプットデータの要求更新間隔に対して諸元データの

更新間隔が長い場合，インプットデータの鮮度が担保出来

ないという問題が発生する．シミュレーションの再計算頻

度に応じてインプットデータの更新が発生するのに対して，

諸元データは本来の整備管理主体の管理枠組みに従って更

新や再整備が行われるため，必ずしも両者の更新タイミン

グが合致しない．インプットデータの鮮度はシミュレーシ

ョン結果に影響を与えうるため，インプットデータ鮮度を

担保するための維持管理手法が必要である． 

 

4. データ鮮度問題を解決する提案手法 

 本研究では，インプットデータの諸元データとして，実

世界における地形変化を捉える法定台帳を二次利用する手

法を提案する．実世界での変化頻度が高く，かつ氾濫シミ

ュレーションにおいてモデル化されインプットデータとな

る地形は，河道形状，道路及び鉄道による線状盛土構造物，

宅地造成による面状盛土構造物，宅地開発による建築物で

ある．また変化頻度は比較的低いがモデル化される地形は，

農業用排水路や放水路といった水路，下水道や圃場整備エ

リアによる雨水排水ネットワーク，樋門や排水ポンプとい

った河川排水施設である．以上で述べた地形変化は行政及

び民間事業者による整備事業に起因するものであり，整備

事業の際には一般的に整備図面が調製される．したがって，

整備事業の都度調製される整備図面及び法定台帳をインプ

ットデータの諸元として随時二次利用することで，「データ

鮮度の問題」に対応することが可能である． 

4.1 地形変化に対応した法定台帳及び整備図面 

(1) 河道形状および河川排水施設 

 河道形状変化を引き起こす要因は大きく分けて次の 3 つ，

すなわち①河川整備事業，②水位上昇や出水による堤体破

壊や土砂堆積などの洪水災害，③流水の自然作用による流

砂堆積や河床掘削である．①の河川整備事業については，

築堤や護岸補修等のハード整備が該当し，河川法において

定められる河川管理者が事業計画及び実施を行う．事業計

画段階において，対象河川の現況把握や工事の実施，整備

後の堤体の予測等の様々な目的から河川整備測量図面が調

製される．本図面は河川法施行令[9]において指定される河

川現況台帳調書および河川現況台帳図面に該当し，河道の

平面図・横断図・縦断図を示すものである．本図面をイン

プットデータの諸元として二次利用することが可能である．  

 ②の洪水災害について，公共土木施設災害復旧事業費国

庫負担法[10]を根拠法令とする災害復旧事業において復旧

対象として採択された場合，災害復旧事業または改良復旧

事業としてハード整備が実施される．この場合も通常の河

川整備事業と同じく河川整備測量図面が調製されるため，

インプットデータの諸元として二次利用することが可能で

ある． 

 ③の自然作用による変化については，各河川管理者が実

施する定期縦横断測量によって捕捉されるが，河川の維持

管理に含まれるため基本的に追跡されることはない． 

 

パラメータ 管理対象データ

降雨 滋賀県降雨強度式より算出される

流量 降雨パラメータ

河道とメッシュ関連付け 堤内パラメータ・河道断面パラメータ・
河川平面位置情報

破堤条件
堤内パラメータ・河道断面パラメータ・

河道とメッシュ関連付けパラメータ

外周メッシュ流量 流量パラメータ・堤内パラメータ
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(2) 線状盛土構造物 

 線状盛土構造物の変化を引き起こす要因は大きく分けて

次の 2 つ，すなわち①道路開発，②鉄道建設である．①の

道路開発については，道路法の規定に基づく道路管理者が

台帳を調製保管することが定められ，道路法施行規則にお

いて台帳の記載事項に変更があった場合は速やかに訂正を

行うことが定められている．本図面は道路法施行令におい

て指定される道路台帳調書および道路台帳図面に該当し，

道路の詳細情報及び立体区間についてはその平面図・横断

図・縦断図を示すものである．本図面をモデル化しインプ

ットデータの諸元として二次利用することが可能である． 

 ②の鉄道建設については，一般に事業計画段階で民間事

業者と当該行政機関との間で申請及び協議が行われ，詳細

な工事図面が調製される．本図面をモデル化しインプット

データの諸元として二次利用することが可能である． 

 

(3) 面状盛土構造物 

 面状盛土構造物の変化を引き起こす要因は，主に切り土

及び盛り土を伴う宅地造成開発事業である．都市計画法及

び宅地造成等規制法に基づき，対象区域内において一定の

開発規模基準を超える開発行為が行われる際には，事業計

画段階において当該行政機関への申請及び許可を受ける必

要がある．設計図書及び開発登録簿において，切土及び盛

土工事を行うエリア及び工事前後の地盤面が示されるため，

本図面をモデル化しインプットデータの諸元として二次利

用することが可能である． 

 

(4) 建築物 

 建築物の新築行為において，建築基準法[]において建築

許可及び状況調査が必要であると定められる建築物につい

ては，平面図及び延べ面積等を示す建築計画概要書及び確

認申請書が調製される．本図面をモデル化しインプットデ

ータの諸元として二次利用することが可能である． 

 

(5) その他の地形変化 

 農業用排水路や放水路といった水路である準用河川・普

通河川，及び樋門や排水ポンプといった河川排水施設につ

いては，4.1(1)で述べた河川整備図面と同様に，整備図面が

二次利用可能である． 

 また下水道事業については，下水道法において定められ

る整備図面が，圃場整備エリアについては，土地改良法に

おいて定められる整備図面が二次利用可能である． 

 

4.2 提案手法を用いたインプットデータ維持管理工程 

 4.1 節で提案した法定台帳を諸元として二次利用した場

合の具体的なインプットデータ維持管理工程を構築する．

本手法の原理は，実世界における地形変化を捉える法定台

帳を二次利用することでインプットデータの鮮度を補完す

ることであるため，任意のインプットデータを取り上げて

維持管理工程を示せばよい．ここでは，インプットデータ

の一つである堤内地データについて述べる．堤内地データ

属性（表 3）のうち，地形をモデル化した属性値はメッシ

ュ平均地盤高及びメッシュに占める建物占有率である．本

維持管理工程は，初回作成，地形変化に即応した堤内地デ

ータの更新から構成される． 

 

(1) 初回作成 

 本維持管理工程（図 5）では，まず堤内地データの初回

作成において，航空レーザ測量データ(以下，LP データ)及

び都市計画図を諸元データとして二次利用することで，メ

ッシュ平均地盤高及び建物占有率をそれぞれ得ている．具

体的には，LP データより DEM を作成し，メッシュ単位で

標高値の平均を取ることでメッシュ平均地盤高が得られる．

また都市計画図より建築物を読み取り，メッシュ面積に占

める建築物面積合計値の割合を求めることで建物占有率が

得られる．これらの諸元データの管理主体及び更新頻度は

表に示す通りである． 

 

(2) 地形変化に即応した堤内地データの更新 

 宅地造成及び建築物の建築が計画あるいは実施された時

点で，調製された設計図書及び建築計画概要書を二次利用

してその変化の内容を工程(1)で作成した堤内地データに

反映させる．具体的には，宅地造成許可申請で届け出のあ

った土地利用計画書および設計図書より，切り土及び盛り

土を行うエリアとその前後の地盤面を読み取り，メッシュ

単位での平均地盤高を求める．また建築許可申請で届け出

のあった建築計画概要書より建築物面積を読み取り，メッ

シュ面積に占める建築物面積合計値の割合を求めることで

建物占有率が得られる． 

 

表 3 堤内地データの属性 

 

 

5. まとめと今後の課題 

 本研究では，インプットデータの諸元データとして，実

世界における地形変化を捉える法定台帳を二次利用する手

法を提案した．提案手法では，実世界での変化頻度が高く，

インプットデータ 属性

メッシュI番号

メッシュJ番号

メッシュ平均地盤高(単位:T.P.+m)

建物占有率

底面粗度係数

河道内フラグ

降雨流域番号

流出率

堤内
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かつ氾濫シミュレーションにおいてモデル化されインプッ

トデータとなる地形の変化は，行政及び民間事業者による

整備事業に起因するものであることを利用して，整備事業

の都度調製される整備図面及び法定台帳をインプットデー

タの諸元として随時二次利用した．さらに，堤内地データ

を具体例として取り上げ，提案手法を用いたインプットデ

ータ維持管理工程を構築した．具体的には，維持管理工程

は以下の 2 つの要素から構成される． 

 堤内地データ初回作業時には，航空レーザ測量デー

タ及び都市計画図を諸元データとして二次利用する． 

 堤内地データ更新作業時には，地形変化に連動して

調製される設計図書，土地利用計画書，建築計画概

要書を二次利用する． 

これらより，「データ鮮度の問題」を解消し，インプットデ

ータの鮮度向上及び氾濫シミュレーション結果の精度向上

に寄与出来たと言える． 

 本研究では，データ二次利用に起因するインプットデー

タの維持管理における「データ鮮度の問題」と「データ精

度の問題」に着目し，法定台帳を二次利用する維持管理手

法を提案した．しかしながら，本手法を用いてインプット

データを維持管理する実験評価は未実行であり，その有効

性については今後実証実験が必要である．また，「データ精

度の問題」については，コスト原因となる修正作業は特定

出来た一方で，その解消手法については検討段階である．

今後はデータ精度の問題についてより具体的な議論を行う

とともに，提案した手法について実証実験を行う予定であ

る． 
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図 5 提案する維持管理工程 
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